
入札公告共通事項（事後審査型） 

 

1  入札参加資格に関する事項 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（２）土岐市契約規則（昭和４０年土岐市規則第１号）第２１条第２項に規定する指名競争入札者

名簿に登録されていること。 

（３）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３第２項に規定する経営事項審査によ

る評定の総合数値が入札案件ごとに定める数値以上であること。 

（４）当該工事に配置を予定する主任技術者、監理技術者その他必要な職員を適正に確保している

こと。また、その技術者は、本件の申請時前３ヶ月以上正規被雇用者であること。 

（５）入札の公告の日から開札の日までの間に、土岐市指名停止措置要綱（平成７年土岐市訓令甲

第５号）の規定に基づく指名停止措置を受けないこと。 

（６）土岐市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱（平成２２年土岐市告示第１１４号）

の別表に掲げる措置要件のいずれかにも該当しないこと。 

（７) 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)の規定に基づき、更生手続の開始の申立てがされて

いる者にあっては、同法に基づく更生計画認可の決定を受けていること。 

（８）民事再生法(平成１１年法律第２２５号)の規定に基づき、民事再生手続の開始の申立てがさ

れている者にあっては、同法に基づく民事再生計画認可の決定を受けていること。 

（９）入札に参加しようとする者の間に次のいずれかに該当する関係がないこと。なお、次の関係

がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連絡を取ることは、談合等不正

な行為とは解さない。 

① 資本関係 

次のいずれかに該当する場合。ただし、子会社又は子会社の一方が民事再生法（平成 11 年

法律第 225 号）の規定による再生手続開始の決定又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）

の規定による更生手続開始の決定を受けた会社である場合を除く。 

ア 親会社と子会社の関係にある場合 

イ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

② 人的関係 

次のいずれかに該当する場合。ただし、アについては、会社の一方が会社更生法第 2 条第 7

項に規定する更生会社又は再生手続が係属中の会社である場合を除く。 

ア 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

イ 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

③ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記①及び②と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合 

（10）その他工事ごとに必要と認める資格があること。 

 

２ 入札参加の申請に関する事項 

（１）入札に参加希望する者は、電子入札システムで「入札参加資格確認申請」を行ってください。

ただし、『書面入札方式参加承諾願』により市長の承諾を得た場合に限り書面で提出するこ

と（以下「書面入札」という。）ができます。 

（２）『事後審査型制限付一般競争入札参加申請書』を提出してください。（電子入札システムの

場合は、押印不要）ただし、市長が書面入札を認めた場合は、事後審査型制限付一般競争入

札参加申請書を総務課契約係まで持参してください。（郵送又はＦＡＸによる送付は認めま

せん。） 

（３）入札参加資格の確認については、申請時に行う基本的な事前確認と開札後に落札者を決定す

るために提出を求める『事後審査型制限付一般入札参加資格確認申請書』及び確認資料に基

づいて行う書類審査の２段階に分けて実施します。 



（４）基本的な事前確認の結果については、電子入札システムにより通知します。（書面入札の場

合は、郵送又はＦＡＸにより通知します。） 

（５）申請受付期間内に申請がない者又は基本的な事前確認の結果参加資格がないと認められた者

は入札に参加することができません。 

 

３ 設計図書等の閲覧及び質疑応答 

（１）設計図書等の閲覧 

    土岐市のホームページで閲覧が可能です。（https://www.city.toki.lg.jp/） 

（２）質疑応答 

  ア 設計図書等に関して質疑がある場合は、質疑書の様式をダウンロードし契約担当者へ持参

又はＦＡＸで入札公告に示す期限内に提出することができます。ＦＡＸでの提出の場合、

送信後必ず受信確認の連絡を契約係へお願いします。    

イ 質疑があった場合、その回答については、土岐市のホームページ上で公開します。質疑

がない場合は、その旨を表示します。 

 

４ 入札手続に関する事項   

（１）入札書は、電子入札システムにより提出してください。ただし、市長が認めた場合は、書面

入札によることができます。書面入札における入札書の様式等については、土岐市ホームペ

ージより確認してください。 

（２）入札手続は、土岐市契約規則及びその他関係法令の定めるところによります。 

 

５ 工事費内訳書の提出 

（１）入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書を入札書に添付して、電子入札システ

ムにより提出してください。ただし、書面入札により参加する場合は、紙媒体の工事費内訳

書を入札書提出時に入札書と併せて提出してください。 

（２）工事費内訳書が以下のいずれかに該当する者の入札については、無効とすることがあります。 

① 内訳書の重要な項目（案件名、住所、商号又は名称、内訳項目及び金額等）に不備があ

り、入札書と同一性が判別できない場合 

② 内訳書の工事価格が入札金額と端数処理の範囲（千円未満の端数切り）を超えて大幅に

異なる場合 

③ 記載すべき内訳項目が過不足している場合（仕様書の項目と不一致、一括値引きによる

金額調整等） 

④ 内訳書の各内訳金額に誤り等があり、内訳書の合計金額と一致しない場合 

⑤ 内訳書とは無関係な書類である場合 

⑥ 他の案件の内訳書である場合 

⑦ 白紙である場合 

⑧ 内訳書の全部又は一部が提出されていない場合 

⑨ 内訳書が複数あり特定できない場合 

（３）提出された工事費内訳書は、返却しません。 

 

６ 入札保証金及び契約保証金 

（１）入札保証金 免除 

（２）契約保証金 契約金額の１００分の１０に相当する金額。ただし、契約保証金に代わる担保

として、国債等の有価証券又は金融機関の保証若しくは前払金保証事業会社の保証の提供が

あった場合は、契約保証金の納付に代えることができるものとし、公共工事履行保証証券に

よる保証（瑕疵担保特約を付したものに限る。）を付した場合又は履行保証保険契約の締結

を行った場合は、契約保証金の納付を免除するものとします。 

https://www.city.toki.lg.jp/


７ 入札参加資格の審査及び落札の決定 

（１）開札後、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補

者」という。）を発表し、落札の決定は保留します。なお、落札候補者となるべき同価格の

入札をした者が２者以上ある場合は、電子入札システムにより、当該同価の入札に係るくじ

を行って落札候補者を定めます。ただし、書面入札による者が含まれる場合等、電子入札シ

ステムによる実施が困難な場合は、当該同価の入札に係る入札者にくじを引かせて落札候補

者を定めるものとします。 

（２）落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを審査します。 

（３）前項に規定する審査の結果により、落札候補者の取り扱いは次のいずれかによるものとしま

す。 

 ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを審査した場合は、その者を落札者と

し、その旨通知します。落札者以外の入札参加者については、入札の結果を一般の閲覧に供

することをもって通知に代えます。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者の入札を無

効とします。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者のうち最低をもっ

て入札をした者を新たに落札候補者とし、（２）の入札参加資格を満たす者であるかを確認し

ます。以後、落札者が決定するまで、同様の手順を繰り返します。   

（４）（２）の入札参加資格の審査にあたっては、当該落札候補者は、アに規定する申請書類（各

１部）を開札日(（３）イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた

日)の翌日から起算して２日以内（市の休日を除く。）に提出し、また、審査のために必要な

指示に従わなければなりません。上記期限内に申請書類等が提出されなかった場合又は指示

に従わなかった場合は、入札資格を満たす者ではないとします。 

   ア 申請書類 

① 事後審査型制限付一般競争入札参加資格確認申請書 

② 同種工事施工実績書 

③ 配置予定技術者の資格及び同種工事施工実績書 

④ 配置予定技術者を申請日前３月以上雇用していることを証するものの写し 

⑤ 経営規模等評価結果通知書の写し（最新のもの） 

⑥ その他市長が指定する書類 

   イ その他 

① 資料の作成に係る費用及び提出に係る費用は、入札参加者の負担とします。 

② 契約担当者は、提出された申請書類及び確認資料（以下「申請書等」という。）を参加

資格の確認以外に無断で使用しません。 

③ 提出された申請書等は、返却しません。 

④ 提出後は、原則として申請書等の差し替え及び再提出は認めません。 

（５）落札候補者の入札価格が、契約規則第１１条の２に規定する調査基準価格未満である場合は、

入札参加資格の審査とあわせて、契約規則第１８条に規定する調査を行います。調査の結果、

契約締結に至った場合、その落札者は監理技術者及び主任技術者とは別に、これらと同等の

資格を持つ技術者（以下「追加配置技術者」という。）を専任で１名現場に配置するものと

します。ただし、追加配置技術者は、当該工事の現場代理人を兼務することができません。 

（６）前項の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなさ

れないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩

序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者と

せず、予定価格の制限の範囲内の価格で有効な入札を行った他の者のうち最低の価格をもっ

て入札した者を新たに落札候補者とします。 

（７）当該落札候補者は、調査のために必要な指示に従わない場合には、落札者としないものとし

ます。 



（８）入札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止措置要領に基づく指名停止措

置の対象となった場合、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入

札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とします。 

 

８ 契約の締結に関する事項 

（１）落札者が決定したときは、本市の定める工事の請負契約書の取り交わしをするものとします。 

（２）落札者が特別の理由もなく落札者決定の日から１週間以内に契約を締結しない場合は、その

落札を無効とします。 

（３）土岐市議会の議決に付さなければならない案件は、落札後、仮契約を締結し、市議会の議決

後に本契約を締結します。 

 

９ その他 

（１）落札者は、建設業法第２０条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及

ぼす事象が発生するおそれがあると認めるときは、落札決定通知書を受けた日から契約を締

結するまでに、 別記様式第５号により、発注機関に対して、その旨を当該事象の状況の把握

のため必要な情報と併せて通知すること。 

（２）契約手続において使用する言語は日本語とし、通貨は、日本国通貨とする。 


